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1 .  序論 の 普及㈹障害・になっていることも 報告され 

ている       

ハイテク技術で 世界を席巻した 日本の凋落 

と 米国の台頭、 90 年代におけるこのⅡ 米 逆転 2.  ICT の活用と経済成長 

の 構図の背後には、 工業化社会から 情報化 仕 

会へのシフトにおける、 製造技術と IT び ) ャ生 格 1990 年代 C/) OECD 諸国㈹成長は、 高度 労 

の 本質的な相違があ った， lCT の活用はよ レ @  働 力、 資本の深化、 ICT60 要素の組み合わせ、 

利用過程、 即ち社会や経済、 政治等山様々な 及び 令 要素生 -%   性 (TFP) の成長に依存して 

要因 ( インスティテューション ) に上って影 いろ - (OECD,200la Ⅰ 

饗 され、 後天的に決定させるような 性質を持 しかし lCT を保有すること 日体が国の成長 

っているからであ る， ( 浜中 (2003)) 力 を促す 老 ・ 要 条件でばなく、 TCT が効果的に 

さらに技術経営システムはそのイシスディ 利用され、 その効果が発揮されるためには、 テューションとの 相互関連㈹申で 議論される 適切なスキルと 能力を伴 う こと " 必要であ @ 

べきであ るとの認識から、 日欧の比較実証 分 ノ 、 的資本 " 経済成長を実現ずる 上で重要な要 

析を通じて相互のダイナミズムを 解明するこ 素 となっている - このため知識労働者への 需 

とを日的とする ， 中でも EU の木部。 く わり   嬰 が増加していろ・ (0ECD. The New 

ヨーロッパの 通商の中心でわるべルギ 一に @-   」 i  Econ0n]y:Be),ondtheHyPe) 

目 した， まだ、 BrVmJolfssoM2002) によると、 ハード 

Benchmark  Broadband  Price  in  OECD  やアプリケーシコンのように 測定できる TCT 

count 「 ies  (OECD, 2003) によると、 ベルギー 投資 は 全体の 10 。   。 であ り、 残りの 90 Ⅵ ，はそ 

ではもともとケーブルテレビが 普及しており   ㈹投資を競争力とするための 無形資産、 具体 

ケーブルテレビ 会社と回再会社 (Belgacom)  的には人的 俺産 、 ビジ 不 スプロセスや 企業火 

や サービスブロバイダ 一間の競争から スヒ一 化であ るとした 

ドと 価格という点で ョ一 ロッ " で 競争力のあ 

る DSL サービスが展開されている ，まだ ICT  3.  知識経済と無形資産 

に 対する取組みは、 連邦政府並びに 各地域 

(Flanders,Walloonia,Flemish) によって行 - 知識や情報の 生産、 拡散及び使用に 直接基 

われており、 地域間競争もまだ ICT ㈲普及に づいた経済」 と定義 (OECD, 1996) される 

貢献しているが、 ベルギ一における 国民の多 知識経済 下 においては、 その中心となる テク 

様性 ( 言語 ) 、 国営会社優遇の 法規制 "ICT ノロジーが ICT であ るとしても、 すでに述べ 
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たような人的資産や、 個人の持っ知識 ( 暗黙 

知 ) をそのように 組織全体で伝達，共有し 形 

式化させ、 イノベーションへと 昇華させるこ 

とのできる組織へのリストラクチャリンバに 

対する投資、 その組織形態から 創出される 知 

的 資産などの無形資産が 成長の源泉となる。 

またそのような 組織こそが日本型イノベーシ 

ョンの鍵であ るとして、 野中・竹内は 996) 

は「組織的知識創造」の 必要性を述べている。 

4.  分析のフレームワーク 

牢 1 インスティテューション 

本分析においてはインスティテューション 

を 政策や経済状態のマクロ 的な視点、 企業レ 

ベルでのミクロ 的な視点に加え、 歴史的、 国 

民気質を考慮して 捉える， 

  
    
  

  
  

  
  

        

図 2  インスティラ " ュ一ションの 定義 

塚 比 、 三つの べ クトルでインスディデュー 

、 ションを考える。 本文分析においては 各国の 

インスティテューションをマクロ 及びミクロ 

的な視点から 見だ社会経済体質だけてはなく   

文化的・歴史的，性格も 考慮に入れたものと 者 

える。 

  
図 3 分析フレームワーク 

4 つ 技術 経冨 システム 

インスティデューション 同様、 技術 経冨シ 

ステムの分析フレームワークも 同様に姉階層 

による構造を 用いる， 

インスディテューションが 技術経営に与え 

るインパク トを研究した 論文として 

Hamanaka(2003) があ る， この分析では 主に 

ICT に焦点を当てて、 インスディテューショ 

ンの分析及び 技術経営に与える 影響を以下の 

5 指標を用いて 計測している。 

・ エ 国家の経済状態 

② 教育レベル 

③ 生活環境 

④ 政府の効率性・ 柔軟， 性 

⑤ 文化の柔軟性・ 変化の対心力 

以 L の指標から経済・ 社会の状態とその 件 

質 という   : つの因チ を 抽出している」 

しかしながら、 国家の経済状態や 文化の柔 

軟性いいったレベル㈹ 異なる・情報から 因 千を 

抽出ずるよりも、 先に述べた姉階層のフレー 

ムワークにそって そ ㈹階層ごとの 因子を抽出 

することにより、 より 精 敵にインスティテュ 

ーションの性質を 表現ずることが 可能となる。 

また、 各回㈲文化的・ 歴史的背景がもたらす 

国民性、 価値観というも㈲がインスティテ ュ 

一 ション ぴ )   性格を決足付ける㈹に 与える影響 

は大きいと思われる ，だだし、 国民性、 価値 

観というものを 定性的に扱うことはできても、 
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定量的に計測するのには 困難が伴 う 。 マクロ 

指 t 票 、 ミクロ指標と 組合わせてそ 山国民性、 

価値観を考慮に 入れているところが 本研究の 

意義であ る。 

4.3  アンケート 

Meso, Micro level と Historicallevel の間 

に存在する Individual level は、 生活者であ 

る個人とその 集合体であ る企業とを関連 け げ 

るためのサブ 階層として位置づけられる「 こ 

の階層で対象となるのは 大子生であ る」大字 

生 はその国のインスティテューション㈲ 下で 

教育を受け、 将来社会の中心、 すなわちその 

国の競争力を 左右すると考えられる ，その大 

学生の将来のキャリアプランと ICT の利用と 

の 関係から、 その国のインスティデュー シ コ 

ンを裏 付けることがアンケートの 目的であ る。 

5.  分析手法とデータ 

本分析ではインスティテューションをマク 

ロレベルと国民気質レベルという 二つの視点 

からそれぞれを 構成する要素を 抽出し、 イン 

スティテューションの 性質を解明する ，マク 

ロレベルでは 35 カ国、 国民気質レベルでは 

54 カ国を対象に 分析を行った。 マクロレベル 

では Ec0nomic Freedom ofthe W,orld, IMD 

CompetitiveYearbook から政府支出、 法体系   

規制、 政府の柔軟性のデータを 採用した， 政 

府 支出は GDP に占める政府支出の 比率、 及 

び税率を考慮に 入れた指標であ る， GDP に対 

して政府支出㈹ 比率が小さく、 税率が低い政 

府というのは 企業、 個人に効率の 良い資源配 

分をしており、 好ましいインスティテュー シ 

コ ンを形成する 要因となる。 法体系の整備は 

健全な企業活動を 行 う ために 必 、 要な要員であ 

  

る 。 規制は市場原理を 働かせ、 企業活動が自 

由に行える環境整備を 表す。 最後に政府の 柔 

軟性はパラダイムシフトが 起こったときに 迅 

速にそれに対応できるかどうかを 表す指標と 

なっている。 - 方国民気質レベルでは 価値観 

データブックから 家族、 宗教、 仕事、 余暇の 

人生における 重要度、 現状の満足度、 人生の 

自由度及び愛国心の 7 項目に関するデータを 

採用した， 

またアンケートは VUB(VrijeUniversiteit 

BrusseL 、 ブリュッセル 自由大字 ) 内にて行っ 

たものを採用している ， 

6.  分析結果 

6,1 マクロレベル 

  
  

      
    

  
  

      
  

  

  
  

      
      

      
  

    
  

  

因子 1 は政府㈲インスティテューションの 

柔軟性を 、 因チ 2 は社会経済体質の 健全さを 

表す。 

日本の方が若干健全な 社会経済体質であ る 

と言えるが、 ベルギーと日本の 類似性を見て 

取ることができる ， ョ一 ロッ バ の中で べ ルギ 

ーを見てみると、 その位置が中央に 近いこと 

から、 ベルギーが多くの 国に接していると、   

ぅ 地理的な要因を 考えることができる。 
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6.2  国民気質レベル あ るが、 MBA 及び、 それに含まれる 専攻の学 

  生 め Entrepreneurship  の希薄さを表してい 
  

る 。 ただしこれはアンケート 結果を分析した 
        

      ほんの - 部にすぎない。 
        

        
    7.  結論       

      経済成長には ICT だけでは十分ではなく、 
    

それを取り巻く 無形資産が必、 要なことは昨今 

    
      多く分析されているところであ る。 本研究で 

  
  は 、 それらの要素を 包括 由 りに取り巻くインス 

  
  ティテューションというものについて、 歴史 

的・文化的側面を 考慮し、 階層 白 りな ア ブロー 

因子 1 は Sociability 、 因子 2 は Fle 蛆 bility  チを施した国際比較をすることにより、 日本 

を 表す。 FleXibility が高いと言 う ことは、 新     ンステイテューションの 特徴を抽出しよ 

しく異質なものを 受け入れる寛容さがあ ると うとするものであ った   

いうことを意味する。 ベルキーは日本に 比へ 研究を進めるにつれて、 ョ一 ロッバ内にお 

Sociability,Flexibility 共に高いが ョ一 ロッ ハ けるべルギ一の 地理的、 歴史的影響の 大き 大） 

内ではちょうど 中間に位置していることが 見 また将来を担 う 学生の認識に 対するそれらの 

て 取れる，これは べ ルギーが通商や 通行の中 影響。 日本とマクロレベルでの 類似性を明確 

心であ るということを 反映していろだめだと にするなど、 アンケートの 結果と照らし 合わ 

考えられる。 せながら 包 t 舌 的な分析に成功したものと 確信 

している - 

6-3  アンケート 
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